（法第28条第１項関係）
　　　令和２年度の事業報告書
令和２年　4月　1日から　令和３年　3月 31日まで
特定非営利活動法人　支援機器普及促進協会
１　事業の成果
　全国的なコロナ渦の影響により、全国の小中学校・特別支援学校にはGIGAスクール構想の前倒し導入により一人一台のタブレット端末が緊急配備されました。
その影響により、これまでの特別支援学校などからのiPad購入依頼はほとんど無くなり本年度より収益事業を一旦休止せざるを得ない状況となりました。
　研修会も県外移動などの制限もあり、ほとんど実施できずZoomなどによる遠隔研修が中心となり数件あったような状況です。
　上記のような状況を受け、当法人としても持続化給付金を申請してなんとか経費を補点しているような年度となりました。
　タブレット端末の体験貸出は昨年度よりも更に少なくなり、普及を実感しております。
　障害者差別解消法の施行を受けて、受験や試験・学習への支援依頼がすいぶん増加してきました。
　タブレット端末による障害者支援はiPadが発売されて10年が経ち、ようやく必要な人たちに届いてきたことを実感しています。
　しかし、GIGAスクール構想において一人一台のタブレットの活用ありきが先行してしまい、個別支援の必要な子どもたちへの支援までには、まだまだほど遠い状況ですので今後はICT機器活用による個別最適化をどう普及させていくのか、ソフト的な支援が当法人としての役割であると思っております。
２　事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の

実施日時
(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象

者の範囲

(E)人数
	事業費の金額
（概算）
（単位：千円）

	1 障害児の、携帯情報端末やICT機器等を学習支援機器として活用するための研究普及事業
	発達障害児　ICT創造活動
発達障害　ICT活用研修
障害者福祉におけるICT活用研修
肢体不自由児・者へのICT活用研修
発達障害　ICT活用研修
発達障害　ICT活用研修
障害児へのICT活用
障害児へのICT活用
障害児へのICT活用
障害児へのICT活用
障害児教育振興会
障害児へのICT活用

	3/28
滋賀県
１名
6/5
オンライン
20名
7/27

滋賀県
30名
8/3.4.5

東京都
100名
8/9
オンライン
20名
8/23
オンライン
20名
9/5

オンライン
50名
11/7

京都市

15名
11/20

滋賀県
3名
11/29

東京都・オンライン

60名
12/6

和歌山県・オンライン
50名
2/12
京都府

オンライン

	発達障害児・保護者
３０名
主に保護者・教員・施設職員
主に保護者・教員・施設職員
主に保護者・教員・施設職員
主に保護者・教員・施設職員
主に保護者・教員・施設職員
主に保護者・教員・施設職員
支援学校教職員
保護者・当事者
主に保護者・教員・施設職員
教職員
主に保護者・教員・施設職員

	０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円
０円


	②　障害者の、携帯情報端末やICT機器等を生活支援機器として活用するための研究普及事業

	該当事業なし

	
	
	

	③　支援機器の企画・開発・普及活動

	該当事業なし
	
	
	


(2)　その他の事業
	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時

(B)当該事業の実施場所

(C)従事者の人数
	事業費の金額（単位：千円）

	①　支援機器としてのアプリケーション等の販売
	該当なし
	
	

	
	
	
	



